京都市の「家庭ごみ有料指定袋制」導入の影響評価

東京大学公共政策大学院法政策コース1年

今田園香

要旨

京都市の家庭ごみ排出量の時系列的変化において、「家庭ごみ有料指定袋制」の導入が影響を及ぼしたかどうかを検証する。

「家庭ごみ有料指定袋制」とは、「ごみへの関心を高め、ごみ減量、分別・リサイクルを一層促進するきっかけとするため」として、2006年（平成18年）10月に京都市が導入した制度である。
　モデル分析によると、「家庭ごみ有料指定袋制」によって、制度導入初年度とした2007年度
の京都市の1人当たり家庭ごみ排出量は約16.2キログラム(2007年度排出量の約10.4パーセント)減ったと言える。サンプルが少ないにせよ、過去の変動からすれば、最低でも年間約10.7キログラム(2007年度排出量の約6.9パーセント)、最大で約21.6キログラム(2007年度排出量の約13.9パーセント)の家庭ごみの減少にこの制度が寄与していると考えられる。
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1. はじめに

1.1. 「家庭ごみ有料指定袋制」の概要

「家庭ごみ有料指定袋制」とは、「ごみへの関心を高め、ごみ減量、分別・リサイクルを一層促進するきっかけとするため」として、2006年（平成18年）10月に京都市が導入した制度である。家庭ごみの指定袋には、5・10・30・45リットルの種類がある。値段は容量に単純比例(単純従量制)であり、ごみ袋の容量1リットル当たり1円である。

制度導入以前はスーパーマーケットの無料の袋をごみ袋として使う人も多く、家計が負担するごみ袋代はゼロに近かった。45リットル袋に5キログラムのごみが入ると想定すると、家計負担は家庭ごみ1キログラム当たり約9円増ということになる。2007年度の京都市の1人当たり家庭ごみ排出量は約156キログラムなので、袋代は約1,400円、2008年度の排出量は約148キログラムなので袋代は約1,328円である
。

1.2. 制度導入前後の概観

京都市では、1人当たり実質市民所得(平成12暦年基準の市内総生産デフレーターを使用)の増減はあまり見られない一方、1人当たり家庭ごみ排出量は、10月から制度を導入した2006年度に減少率が伸び、年間を通して実施した最初の年度となった2007年度は前年度比約13％減と大幅な減少を見せた。制度導入による影響が推測される。

ただし、制度を導入していない他都市でも家庭ごみの排出量は減少傾向にある。
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2. 分析の概要

2.1. 変数の設定

 2.1.1. 被説明変数

年間の1人当たり家庭ごみ排出量を取り上げた。家庭ごみ排出量ではなく、1人当たり家庭ごみ排出量にしたのは、人口の増減という外的要因を取り除くためである。

 2.1.2. 説明変数

家庭ごみ排出量の変化に影響を与える自己相関以外の要因として、以下のものを仮定した。

・制度導入(制度変更ダミー)

・実質所得

制度導入

「家庭ごみ有料指定袋制」は、その目的の1つが「ごみ減量」であり、また家計に金銭的負担増を伴うので、ダミー変数として設定する。なお、制度導入に先立って、京都市は2006年9月に「お試し用指定袋」を全戸に無料で配布した。2006年度は制度導入期間が半年だった上、お試し用指定袋が配布されたことにより、指定袋購入の家計負担が通常より小さかった。これを受け、今回のモデル分析では、制度変更ダミーは2006年度までを0、2007年度からを1とした。

実質所得

所得は消費と貯蓄にわけられ、家庭ごみの排出量に影響を及ぼすのは消費だと考えられる。しかし、消費支出のデータは2002年度から2008年度までしかとれず(総務省家計調査年報(総世帯・消費支出))、サンプル数が限定され過ぎる。そこで、消費支出の代理変数として所得を選んだ。

その他、環境意識の高まりや、食品メーカーなどの包装の簡略化の努力(容器包装リサイクル法は1995、1996、1997年の3回に分けて施行され、2000年に完全施行)なども考えられるが、変数設定が難しいため、今回の分析では対象外とする。

2.2. 使用するデータ・情報源及び指標

今回のモデル分析では、1996年度から2007年度までのデータを扱う。

1人当たり家庭ごみ排出量

京都市環境政策局事業概要　第6ごみ処理(家庭ごみ収集)

大都市比較統計年表　世帯数及び人口の推移

1人当たり実質市民所得

内閣府県民経済計算　1人当たり県民所得(政令指定都市の1人当たり市民所得)

同　固定基準年方式(平成12暦年基準)の市内総生産デフレーター
2.3. 分析にあたっての留意点
サンプル数の少なさ

全般にサンプルが少ないことから、分析結果がやや不安定である。特に、制度変更ダミーの値が1となるサンプルは2007年度分しかない。制度導入直後は、駆け込み効果(生ごみ以外の家庭ごみを、ごみ袋が有料化される直前に多く捨てておき、有料化直後は例年なら捨てられるはずであったごみが排出されない現象)が発生する可能性がある。今回の制度変更について、制度変更直後1年度分のデータのみを用いて制度の影響評価を行っていることに注意が必要である。

3. モデル分析

3.1. 分析方法の決定

京都市の家庭ごみ排出量の時系列的変化には、系列相関があることが予想される。人間の生活スタイルはある時点で劇的に変わるわけではなく、ある年度の家庭ごみの排出量は過去の排出実績に影響されると考えられるからである。時系列分析を行い、非線形最小二乗法を適用することとする。

モデルとして設定したのは、以下のようなARMAXモデルである。
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ただし、
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とする。

Box-Jenkins法に従って分析を進める。

3.2. 分析結果(付録参照)

Box-Jenkins法に従い、ARMAXモデルのar(1,2)を選んだ。

	
	
	Semi-robust
	
	
	

	garbage
	Coef.
	Std. Err.
	z
	P>z
	[95% Conf. Interval]

	garbage
	
	
	
	
	
	

	income
	0.0235905
	0.0063303
	3.73
	0.000
	0.0111834
	0.0359976

	system
	-16.16653
	2.779475
	-5.82
	0.000
	-21.6142
	-10.71886

	_cons
	121.658
	26.04728
	4.67
	0.000
	70.60632
	172.7098

	ARMA
	
	
	
	
	
	

	ar
	
	
	
	
	
	

	L1.
	1.742196
	0.1165343
	14.95
	0.000
	1.513792
	1.970599

	L2.
	-0.827229
	0.1129936
	-7.32
	0.000
	-1.048692
	-0.6057657

	/sigma
	3.816777
	0.6697973
	5.7
	0.000
	2.503998
	5.129555


その結果、モデルは、
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となった。

定数項

定数項は所得や制度と無関係な基礎的・必然的なごみ排出を意味しており、2007年度の1人当たり家庭ごみ排出量(約155.5キログラム)の約78.2パーセントである。
制度導入

制度変更は家庭ごみ排出量の変化について有意である。モデル分析によると、制度導入初年度とした2007年度は、制度導入によって、1人当たり年間約16.2キログラム(2007年度排出量の約10.4パーセント)家庭ごみが減ったと言える。

また、95パーセント信頼区間の値に注目したい。サンプルが少ないことや駆け込み効果等があった可能性を考慮しても、過去の変動からすれば、制度導入によって、最低でも約10.7キログラム(2007年度排出量の約6.9パーセント)、最大で約21.6キログラム(2007年度排出量の約13.9パーセント)家庭ごみが減ったと考えられる。

過去の1人当たり家庭ごみ排出量

過去の家庭ごみ排出量も当該年度の家庭ごみ排出量の変化について有意である。

実質所得

所得も家庭ごみ排出量の変化について有意であり、所得が年間1,000円増えれば1人当たり年間約23.6グラムごみが増える関係にある。所得が年間10万円増えれば家庭ごみ排出量は約2.36キログラム増える計算になる。

おわりに

4.1. まとめ

京都市の家庭ごみ排出量の時系列的変化において、「家庭ごみ有料指定袋制」の導入が京都市の家庭ごみ排出量の削減に影響を持つようである。モデル分析によると、「家庭ごみ有料指定袋制」によって、制度導入初年度とした2007年度の京都市の1人当たり家庭ごみ排出量は約16.2キログラム(2007年度排出量の約10.4パーセント)減ったと言える。サンプルが少ないにせよ、過去の変動からすれば、最低でも年間約10.7キログラム(2007年度排出量の約6.9パーセント)、最大で約21.6キログラム(2007年度排出量の約13.9パーセント)の家庭ごみの減少にこの制度が寄与していると考えられる。

ただし、本稿の分析では2007年度までしか扱えていない。本稿の分析結果から、制度導入の効果があったと言えるのは、2007年度についてのみである。一般に、制度導入直後はごみ減量の効果が大きいということである。駆け込み効果があることも予想される今回の制度変更について、制度変更直後1年度分のデータのみを用いて制度の影響評価を行っていることに注意が必要である。本稿のモデル分析では制度変更の効果を過大に評価した可能性がある。制度が安定的にどの程度の影響を持つかは、今後の検証に委ねられる。

4.2. 今後の課題

制度効果の測定方法の精緻化(制度導入後一定期間が過ぎた後に)
ごみ排出量が制度導入前の水準に戻ることを「リバウンド」いうことがあるが、その用語法は必ずしも正しくない。制度導入後に一度ごみ排出量が減った後のある年度において、ごみ排出量が制度導入前の水準に戻ったとしても、それは必ずしも制度の効果がなくなったことを意味しない。ごみ排出量が制度導入前の水準に戻ったとしても、制度が導入されていなければそれ以上のごみ排出量があったことも考えられる。制度効果の判断には、ごみ排出量について、制度導入後のある年度を制度導入前のある年度と比較するだけでなく、同じ年度について、他の外的要因を除いた上で、制度が導入されていなかった場合と比較することも重要である。そのためには、制度が導入されなかった場合のごみ排出量の推定方法を精緻化することが課題となる。


「ごみ減量」の観点からのごみ袋有料化の方式と料金水準の妥当性の再検討

粗大ごみと違い、京都市の家庭ごみの袋の有料化では、不法投棄は問題になっていない。それは、袋代が1人当たり年間約1,400円、世帯当たり年間約3,000円と負担がそう重くないからだと考えられる。制度導入当初は、不法投棄の観点も入れて、代金を低めに設定することも不合理ではないと考えられる。

なお、ごみ袋の有料化は、定額制と従量制にわけられる。京都市の方式は、従量制の中の単純従量制である。従量制にはこの他、超過従量制(一定量までは袋代が無料または低額で、一定量を超えると袋代が有料またはやや高くなるなど)と二段階従量制(一定量までは袋を原価で販売し、一定量を超えると高額にするなど)が考えられる。

不法投棄の問題を別にして、人々の合理性を仮定すると、一定量を超えれば高額の袋代を払わなければならないタイプの超過従量制または二段階従量制を実施することが家庭ごみの減少に最も貢献しそうである。

しかし、駆け込み効果や「慣れ」の問題を考慮しなければならないにせよ、単純従量制で低額の有料ごみ袋制をとった京都市でも少なくとも初年度について効果が見られることからは、必ずしも金銭的負担の重さのみに注目して人々の行動が変わったとは言えないと考えられる。超過従量制や二段階従量制を選択するにしても、一定量を超えた際の「金額の高さ」よりもむしろ、「一定量」の設定が重要になる可能性がある。自分が現在出しているごみの量より少ないけれども、工夫次第で減らせるところに「一定量」を設定できれば、一人ひとりの「袋代を支払うもったいなさ」が金銭負担に見合う以上のごみ削減努力を引き出し、全体でごみの量が大きく減少することも考えられる。逆に、「一定量」が低すぎたり高すぎたりすると、マージナルには同じ負担でも、人々のごみ減量への意欲が大きく減殺される可能性がある。なお、現時点で「一定量」の設定について顕著な成功例が報告されていないのは、人により時代によりごみ減量意欲を最大化する「一定量」が異なり、妥当な水準を見極めることが困難なことによると思われる。

「経済厚生(総余剰)」の観点からのごみ袋有料化の方式と料金水準の妥当性の再検討

京都市において、制度導入によって得られた袋代等の収入は、「ごみ処理経費(以下有料指定袋制導入経費を除くものとする)」にはほとんど充てられていない。制度導入経費の増加は、「ごみ処理経費」の減少より小さいものの、京都市の収支の改善にはほとんど貢献していないと考えられる。

ただ、この制度は「(市民の)ごみへの関心を高め、ごみ減量、分別・リサイクルを一層促進するきっかけとする」ことが主目的であるため、金銭的総余剰の改善は当初より必ずしも目指されていない。とは言え、経済厚生の観点からは、「ごみ処理経費」
ともう少し関連付けて袋代を設定し、収入の一部を「ごみ処理経費」に充てることを検討する余地はある。

5. 付録

5.1. データセット

分析に使用したデータセットを以下に掲載する。括弧内は、Stataでの分析で使用した変数名である。

	年度

(year)
	1人当たり家庭ごみ

(kg)(garbage)
	1人当たり実質市民所得

(1,000円)(income)
	制度変更ダミー

(system)

	1996
	224 
	3145 
	 0

	1997
	227 
	3054 
	 0

	1998
	222 
	2974 
	 0

	1999
	219 
	2907 
	 0

	2000
	215 
	3008 
	 0

	2001
	203 
	2868 
	 0

	2002
	198 
	2939 
	 0

	2003
	197 
	2992 
	 0

	2004
	193 
	3039 
	 0

	2005
	189 
	3045 
	 0

	2006
	178 
	3059 
	 0

	2007
	156 
	3152 
	 1


5.2. Box-Jenkins法によるモデルの選択

#0　因果方向性判定　Granger因果性検定　var garbage income

所得→ごみ方向の因果性がない確率(1期前)が0.001である。

ごみ→所得の因果性がない確立(2期前)も0.026と非常に小さくなってはいるが、ごみを多く出せば所得が上がるという関係は考えられない。したがって、ごみ→所得方向の因果性(逆因果性)はないものとして扱う。

	. var garbage income

	
	
	
	
	
	
	

	Vector autoregression

	Sample:    1998     2007                      　 No. of obs      =        10

	Log likelihood = -74.25253                         AIC             =  16.85051

	FPE            =  86853.42                    HQIC            =  16.51857

	Det(Sigma_ml)  =   9650.38                     SBIC            =  17.15309

	
	
	
	
	
	
	

	Equation
	Parms
	RMSE
	R-sq
	chi2
	P>chi2
	

	garbage
	5
	4.53876
	0.9713
	338.7323
	0.0000
	

	income
	5
	48.4352
	0.8068
	41.74844
	0.0000
	


	
	Coef.
	Std. Err.
	z
	P>z
	[95% Conf. Interval]

	garbage
	
	
	
	
	
	

	garbage
	
	
	
	
	
	

	L1.
	2.126187
	0.3214247
	6.61
	0.000
	1.496206
	2.756168

	L2.
	-1.199032
	0.3969362
	-3.02
	0.003
	-1.977012
	-0.4210511

	income
	
	
	
	
	
	

	L1.
	-0.0848455
	0.0264401
	-3.21
	0.001
	-0.1366672
	-0.0330239

	L2.
	0.0053601
	0.0168575
	0.32
	0.751
	-0.0276799
	0.0384002

	_cons
	250.7792
	78.93821
	3.18
	0.001
	96.06314
	405.4953

	income
	
	
	
	
	
	

	garbage
	
	
	
	
	
	

	L1.
	3.220659
	3.430073
	0.94
	0.348
	-3.50216
	9.943478

	L2.
	-9.402065
	4.23589
	-2.22
	0.026
	-17.70426
	-1.099873

	income
	
	
	
	
	
	

	L1.
	-0.3374221
	0.2821545
	-1.2
	0.232
	-0.8904347
	0.2155905

	L2.
	0.4694592
	0.1798942
	2.61
	0.009
	0.1168732
	0.8220453

	_cons
	3904.544
	842.3863
	4.64
	0.000
	2253.497
	5555.591


	. vargranger

	
	
	
	
	

	   Granger causality Wald tests

	Equation
	Excluded
	chi2
	df
	Prob > chi2 

	garbage
	income
	14.031
	2
	0.001

	garbage
	ALL
	14.031
	2
	0.001

	income
	garbage
	32.502
	2
	0.000

	income
	ALL
	32.502
	2
	0.000


#1　定常化処理(成立要件#2)　定常性(ADF)検定(DF-GLS) dfgls garbage/dfgls income

ごみ

5％有意水準で単位根はなく、定常である。

所得

5％有意水準で単位根があり、定常ではない。しかし、所得は制度変更の外的要因として取り除くことを予定しているので、このまま扱うこととする。(なお10％有意水準では単位根はなく、定常である)

	. dfgls garbage

	 
	
	
	
	

	DF-GLS for garbage                        Number of obs =     4

	Maxlag = 7 chosen by Schwert criterion

	
	
	
	
	

	[lags]
	DF-GLS tau Test Statistic
	1% Critical Value
	5% Critical Value
	10% Critical Value

	
	
	
	
	

	7
	.
	-3.77
	-97.533
	-74.736

	6
	.
	-3.77
	-57.59
	-42.679

	5
	.
	-3.77
	-30.168
	-20.823

	4
	.
	-3.77
	-12.961
	-7.263

	3
	.
	-3.77
	-3.663
	-0.093

	2
	-1.863
	-3.77
	0.033
	2.589

	1
	-2.193
	-3.77
	0.432
	2.688

	
	
	
	
	

	Opt Lag (Ng-Perron seq t) =  1 with RMSE  3.399527

	Min SC   =  2.910731 at lag  2 with RMSE  2.548501

	Min MAIC =  8.833905 at lag  1 with RMSE  3.399527


	. dfgls income

	 
	
	
	
	

	DF-GLS for income                         Number of obs =     4

	Maxlag = 7 chosen by Schwert criterion

	
	
	
	
	

	[lags]
	DF-GLS tau Test Statistic
	1% Critical Value
	5% Critical Value
	10% Critical Value

	
	
	
	
	

	7
	.
	-3.77
	-97.533
	-74.736

	6
	.
	-3.77
	-57.59
	-42.679

	5
	.
	-3.77
	-30.168
	-20.823

	4
	.
	-3.77
	-12.961
	-7.263

	3
	.
	-3.77
	-3.663
	-0.093

	2
	0.468
	-3.77
	0.033
	2.589

	1
	0.641
	-3.77
	0.432
	2.688

	
	
	
	
	

	Opt Lag (Ng-Perron seq t) = 0 [use maxlag(0)]

	Min SC   =  8.060122 at lag  1 with RMSE  39.78491

	Min MAIC =  9.613542 at lag  1 with RMSE  39.78491


#2　モデル仮構築・推計　arima garbage income system, ar(p)ma(q) robust

当初の状態では系列相関がある。時系列分析において、系列相関を除くため、ARMAXモデルを使う(不均一分散のようなので、robustもつけて分析する)。AICが最小だったのは、ar(1,2)の82.90447であった。

	
	AIC
	BIC

	ar(1,2)
	82.90447
	85.81391

	ar(1) ma(1)
	85.97853
	88.88797

	ar(1) ma(2)
	86.09045
	88.99989

	ar(1)
	88.64451
	91.06905

	ar(2) ma(1)
	90.57904
	93.48848

	ma(1,2)
	92.56619
	95.47563


	. arima garbage income system, ar(1,2) robust

	
	
	
	
	
	
	

	ARIMA regression

	
	
	
	
	
	
	

	Sample:  1996 to 2007                     Number of obs      =        12

	                                           Wald chi2(4)       =   3642.99

	Log pseudolikelihood = -35.45223             Prob > chi2        =    0.0000

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	Semi-robust
	
	
	

	garbage
	Coef.
	Std. Err.
	z
	P>z
	[95% Conf. Interval]

	garbage
	
	
	
	
	
	

	income
	0.0235905
	0.0063303
	3.73
	0.000
	0.0111834
	0.0359976

	system
	-16.16653
	2.779475
	-5.82
	0.000
	-21.6142
	-10.71886

	_cons
	121.658
	26.04728
	4.67
	0.000
	70.60632
	172.7098

	ARMA
	
	
	
	
	
	

	ar
	
	
	
	
	
	

	L1.
	1.742196
	0.1165343
	14.95
	0.000
	1.513792
	1.970599

	L2.
	-0.827229
	0.1129936
	-7.32
	0.000
	-1.048692
	-0.6057657

	/sigma
	3.816777
	0.6697973
	5.7
	0.000
	2.503998
	5.129555
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#3　系列相関消滅の確認(成立条件#1)　corrgram resida1a3
AICが最も小さいar(1,2)のモデル
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では、Prob>Qの値が全て0.05以上なので、95％有意で「系列相関がない」が棄却されない。

系列相関が消滅していることが確認できた。よってこれをモデルとして採用する。

	. corrgram resida1a2

	
	
	
	
	

	LAG
	AC
	PAC
	Q
	Prob>Q

	1
	0.1364
	0.1422
	0.28394
	0.5941

	2
	-0.0991
	-0.0078
	0.44901
	0.7989

	3
	0.0491
	0.0627
	0.49408
	0.9202

	4
	-0.114
	-0.024
	0.76722
	0.9428
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� 2.1.2の「制度導入」の項を参照されたい。


� 156キログラム、148キログラムというのは、(京都市の家庭ごみ排出量(kg)/京都市の人口)を整数になるように四捨五入した結果である。1,400円、1,328円というのは、(京都市の家庭ごみ排出量(kg)/京都市の人口)に9を乗じた上で、整数になるように四捨五入した結果である。


� 2007年度の家庭ごみ1キログラム当たりの「ごみ処理経費」は約57円、制度導入経費を含めると約62円である。現在の袋代は家庭ごみ1キログラム当たり約9円である。
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